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日本最南端の石垣市は、亜熱帯気候に属し、四方を珊瑚礁に囲まれ、於茂登連山に抱

かれた自然豊かなまちです。 

 この風土は、感謝の心や思いやり、進取の気性を育み、人と自然が調和する社会をつ

くり、歴史と伝統あるまちとして、また、清新な文化や優れた産業を生み出し、平和で

活力に満ちた住みよいまちとして発展してきました。 

 私たちは、このまちを心から愛し、誇りに思います。そして、先人の英知と努力によ

って今日の姿があることに感謝しています。 

 私たちは、このふるさとの豊かな自然を大切に守り育てつつ、より広い視野で社会を

みつめ、全ての市民が「石垣市」に愛着を持ち、いつまでも住み続けたくなる安心安全

なまちとなるように、さらに豊かなまちを築き、未来へ引き継ぐことを目指します。 

 そのためには、市政の主権者である市民が地域のことを自ら考え、自らの責任の下に

自ら行動して、この地域の個性や財産を生かした市民自治によるまちづくりを行うこと

が必要です。 



 主権者である私たちは、まちづくりの主体であることを強く認識し、協働の精神の下、

だれもがまちづくりに参画することによって、自らの地域は自らの手で築いていこうと

する私たちのまちの自治を推進します。 

 よって、ここに、自治の基本理念とまちづくりの指針を明らかにし、市民、議会及び

行政の役割など、自治の定める規範として、石垣市自治基本条例を制定します。 

 

第１章  総則 

（目的） 

第１条  この条例は、石垣市における自治の基本理念と基本原則を明らかにし、市民

の権利及び責務、事業者等の権利及び責務、市議会及び市長その他執行機関の責務並

びに市政運営の原則を定めることにより相互に理解し合い、共に手を携えて豊かな地

域社会を築くことを目的とする。 

 （用語の定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに 

よる。 

  (1) 市民 市内に住み、又は市内で働き、学び、若しくは活動する人をいう。 

  (2) 事業者等 市内で事業活動又は公益的な活動を行う団体をいう。 

  (3)  市 市長を代表者とする基礎自治体としての石垣市をいう。 

  (4) 執行機関 市長（水道事業管理者の権限を行う市長を含む。）、消防長、教育委員会、 

選挙管理委員会、監査委員、農業委員会及び固定資産評価審査委員会をいう。 

  (5) 参画 市民が、施策の立案から実施及び評価に至るまでの過程に主体的に加わり、 

意思決定にかかわることをいう。 

  (6) 協働 市民、事業者等及び市がそれぞれの役割と責任を担いながら対等の立場で相 

  互に協力し補完することをいう。 

  (7) コミュニティ 市民が互いに助け合い安心して心豊かに暮らせる地域をより良くす 

ることを目的とし、自主的に形成された組織及び集団をいう。 

 

    第２章 基本理念・基本原則 

 （基本理念） 

第３条 市民及び市は、次に掲げることを自治の基本理念とする。 

  (1) 身近な地域の課題について、市民自らが主体的に取り組むことを自治の起点とし、 

市民及び事業者等が協働してまちづくりを行うこと。 

  (2) 市は、国及び沖縄県と対等な立場で相互協力の関係に基づいた自律的運営を図り、

自治体としての自立を確保すること。 

（基本原則） 

第４条 市民及び市は、前条の基本理念を実現するため、次に掲げる原則を自治の基本原 



則とし、それぞれ次に定めることを内容とするものとする。 

  (1) 情報共有の原則 市民、事業者等及び市が、相互に情報を提供し、共有すること。 

  (2) 参加の原則 市民の参加は、責任ある主体的な意思に基づくものであること。 

  (3) 協働の原則 地域社会に関わる多様な主体が、それぞれの役割分担及び対等な協力

関係に基づき、共通の目的を実現するために連携し、ともに活動すること。 

  (4) 多様性尊重の原則 年齢、性別、国籍、心身の状況、社会的・経済的状況等の違い

を認め、多様な市民の個性を尊重すること。 

 

第３章 市民の役割 

（市民の権利） 

第５条 市民は、日本国憲法に定める基本的人権を保障されるとともに、個人として尊重

され、自治運営のために、次に掲げる権利を有する。 

  (1) 地域のまちづくりを主体的に行う権利 

  (2) 市政に参加する権利 

  (3) 前２号の権利を行使するために必要な情報を知る権利 

  (4) 行政サービスを受ける権利 

２ 前項各号に規定する市民の権利は、公共の福祉に反しない限り最大限に尊重され、市

民は、権利の行使に際しては不当に差別的扱いを受けない。  

（市民の責務） 

第６条 市民は、自治の主体であることを自覚し、互いに尊重し、協力して、自治を推進

する責務を有する。 

２ 市民は、参加及び協働するにあたり、自らの発言と行動に責任を持たなければならな

い。 

３ 市民は、自然環境の保全や伝統文化の継承等次の世代に配慮し、持続可能な地域社会

を築くよう努めなければならない。 

４ 市民は、市政の運営に伴う負担を分かち合わなければならない。 

  

第４章  事業者等の役割  

（事業者等の権利） 

第７条 事業者等は、自由に自立した活動を営むとともに、市民及び市と相互に連携及び 

協力を図り、協働の担い手としてまちづくりに参加する権利を有する。 

２ 事業者等は、市政に関する情報を知る権利を有する。  

３  前２項に規定する事業者等の権利は、公共の福祉に反しない限り最大限に尊重され、

事業者等は、権利の行使に際しては不当に差別的な扱いを受けない。 

（事業者等の責務） 

第８条 事業者等は、法令及び条例に定める責務を遵守するとともに、社会的な責任を自



覚し、地域社会との調和を図るよう努めなければならない。 

２ 事業者等は、事業活動を行うにあたり、自然環境及び生活環境に配慮するとともに、

市民が安心して住めるまちづくりに寄与するよう努めなければならない。 

３ 事業者等は、市政の運営に伴う負担を分かち合わなければならない。 

 

第５章  市議会の役割 

（市議会の責務） 

第９条 市議会は、市の議事機関として、開かれた議会運営を図ることにより市民の意思

を反映し、市民福祉の増進に努めなければならない。 

２ 市議会は、行政活動が常に民主的で、効率的、効果的に行われているかを調査、監視

するとともに、市の政策水準の向上を図り、市独自の施策を展開させるため、立法機能

の強化に努めなければならない。 

３ 市議会の会議は、討論を基本とし、議決にあたっては意思決定の過程及びその妥当性

を市民に明らかにしなければならない。 

（議員の責務） 

第１０条 議員は、市民の代表者として、市民の信託にこたえ、公正、公平かつ誠実にそ

の職務を遂行するよう努めなければならない。 

２ 議員は、市民の代表者としての品位と責務を忘れず、常に市民全体の福利を念頭にお

き行動しなければならない。 

３ 議員は、市議会の責務を遂行するため、常に自己の見識を高めるための研鑽を怠らず、

調査・審議能力及び政策提案能力の向上に努めなければならない。 

 

第６章  市の執行機関の役割 

（市長の責務） 

第１１条 市長は、この条例を遵守し、市民の信託にこたえ、公正、公平かつ誠実に職務

の遂行に努め、市民主体の自治の実現を図らなければならない。 

２ 市長は、市民の意向を適正に判断し、市政の課題に対処したまちづくりを推進しなけ

ればならない。 

３ 市長は、市政の総合的かつ計画的な将来像を示し、その実現に向け、全力を挙げて取

り組まなければならない。 

４ 市長は、職員を指揮監督するとともに、効率的、効果的な市政運営に努めなければな

らない。 

（執行機関の連携及び協力） 

第１２条 市の各々の執行機関は、所掌事務について、自らの判断及び責任においてこれ

を公正、公平かつ誠実に処理するとともに、市長の総合的な調整の下、執行機関相互の

連携及び協力を図りながら、一体として行政機能を発揮しなければならない。 



（職員の責務） 

第１３条 職員は、地域社会の一員であることを認識し、自ら積極的にまちづくりの推進

に努めるものとする。 

２ 職員は、市民全体のために働く者として、この条例を遵守し、公正、公平かつ誠実に

職務の遂行に努めなければならない。 

３ 職員は、常に自己の見識を高めるための研鑽を怠らず、職務の遂行に必要な知識、技

能等の向上に努めなければならない。 

 

第７章  市政運営 

（総合計画） 

第１４条 執行機関は、この条例の理念にのっとり、市政の運営を図るための総合的な計

画（以下「総合計画」という。）を定めなければならない。 

２ 執行機関は、総合計画の内容を実現するため、適切な進行管理を行わなければならな

い。 

３ 執行機関は、総合計画が社会の変化に対応できるよう常に検討を加え、必要に応じて

見直しを図らなければならない。 

（健全な財政運営） 

第１５条 執行機関は、中長期的な展望に立ち、財源の効率的かつ効果的な活用を図り、

健全な財政運営に努めなければならない。 

２ 執行機関は、市の財産の保有状況を明らかにし、財産の適正な管理及び公正で効率的

な運用に努めなければならない。 

３ 財政状況については、別に定める条例により、市民に分かりやすく公表するよう努め

なければならない。 

（情報の公開及び共有） 

第１６条 市は、市民の知る権利を保障するとともに、公正で透明な市政の実現を図るた

め、市の保有する情報を積極的に提供しなければならない。 

２ 市民、事業者等及び市は、それぞれが保有する参画と協働のまちづくりに関する情報

の共有に努めなければならない。 

（個人情報の保護） 

第１７条 市は、個人の権利利益が侵害されることのないよう、保有する個人情報につい

て、適切に保護し、その開示等については、必要な措置を講じなければならない。 

（説明責任） 

第１８条 市は、市政運営における公正を確保し、透明性を向上させるため、政策及び計

画の立案、実施、評価及び見直しの各段階において、その内容を市民に分かりやすく説

明するよう努めなければならない。 

（行政組織） 



第１９条 執行機関は、社会情勢に柔軟に対応し、政策を着実に実現するため、簡素で機

能的かつ市民に分かりやすい組織の編成を図り、常にその見直しに努めなければならな

い。 

２ 執行機関は、効率的かつ効果的に組織を運営しなければならない。 

（審議会等） 

第２０条 市長及び他の執行機関は、市の執行機関に設置する審議会、審査会等（以下「審

議会等」という。）の委員の選任にあたっては、その委員の全部又は一部を公募により選

任するよう努めるとともに、男女の均衡に配慮して選任するよう努めなければならない。 

２ 前項の公募による委員の選任にあたっては、公平かつ公正に選任するよう努めなけれ

ばならない。 

３ 審議会等の会議は、個人情報の保護、公正な審議その他会議の円滑な運営に支障があ

る場合を除き、公開するものとする。 

（行政手続） 

第２１条 執行機関は、行政運営における公正の確保と透明性（行政上の意思決定につい

て、その内容及び過程が市民にとって明らかであることをいう。）の向上を図り、市民の

権利利益の保護に努めなければならない。 

（意見公募手続） 

第２２条 執行機関は、市政における意思決定過程への市民の参画の場を確保するため、

意思決定前に市民の意見を求める手続（以下「パブリックコメント」という。）を実施す

るものとする。 

２ 執行機関は、パブリックコメントにより提出された市民の意見を十分に考慮して意思

決定を行わなければならない。 

（市民からの意見、要望、苦情等への対応） 

第２３条 執行機関は、市政に関する市民の意見、要望、苦情等に誠実、迅速かつ的確に

対応するとともに、その結果について速やかに市民に応答しなければならない。 

２ 執行機関は、市民から苦情として寄せられた事案について、その原因を追求し、再発

防止、未然防止等の適正な対応に努めなければならない。 

３ 執行機関は、毎年度、市民の意見、要望、苦情等への対応状況について年次報告を取

りまとめ、これを公表するよう努めなければならない。 

（行政評価） 

第２４条 執行機関は、効率的かつ効果的な市政運営を推進するため、行政評価を実施し、

その結果を政策の決定、予算編成及び総合計画の進行管理に反映させるとともに、市民

に分かりやすく公表するよう努めなければならない。 

２ 執行機関は、前項の行政評価の結果に対する市民の意見を踏まえ、必要な見直しを図

るよう努めなければならない。 

 



第８章  参画及び協働  

（男女共同参画の推進） 

第２５条 市民、事業者等及び市は、男女が性別にかかわりなく個人として尊重され、豊

かで活力ある男女共同参画社会の実現に努めるものとする。 

 

（参画及び協働の推進） 

第２６条 市は、総合計画及び個別行政分野の基本計画の策定を行うにあたっては、市民

及び事業者等が参画できるよう、その機会の拡充に努めるものとする。 

２ 市民、事業者等及び市は、協働のまちづくりを推進するため、互いの特性を発揮しな

がら課題解決に取り組むものとする。 

（住民投票） 

第２７条 市長は、市政に係る重要事項について市民の意思を確認するため、その案件ご

とに定められる条例により住民投票を実施することができる。 

２ 市民、市議会及び市長は、住民投票の結果を尊重しなければならない。 

（住民投票の請求及び発議） 

第２８条 市民のうち本市において選挙権を有する者は、市政に係る重要事項について、

その総数の４分の１以上の者の連署をもって、その代表者から市長に対して住民投票の

実施を請求することができる。 

２ 議員は、法令の定めるところにより、議員定数の１２分の１以上の者の賛成を得て、

住民投票を規定した条例を市議会に提出することで住民投票を発議することができる。 

３ 市長は、必要に応じ、住民投票を規定した条例を市議会に提出することで住民投票を

発議することができる。 

４ 市長は、第１項の規定による請求があったときは、所定の手続を経て、住民投票を実

施しなければならない。 

 

第９章  安心、安全なまちづくり 

（子ども・子育て支援の推進） 

第２９条 市民、事業者等及び市は、すべての子どもが、夢や希望を抱き、健やかで、い 

きいきと育ち、人と人との関わりを通して、豊かな人間性を形成することができるよう 

努めるものとする。 

２ 市民、事業者等及び市は、誰もが安全かつ安心して子育てができるようにお互いが連

携協力し、市民ぐるみで一体となり、地域社会全体で子育てできる環境の整備に努めな

ければならない。 

（保健、医療及び福祉の充実） 

第３０条 市は、市民が健康で安心して生活できる健康長寿社会の実現を目指し、保健、

医療及び福祉の充実に努めなければならない。 



２ 市民は、自らの健康状態を自覚し、一人ひとりが健康的な生活を営むため、健康づく

りに努めるものとする。 

（地産地消の推進） 

第３１条 市は、地域の資源を生かした安心かつ安全な生産物の地産地消の推進を図るた

め、市民、生産者及び関係機関と連携し、地産地消の推進に関する必要な施策を講ずる

ものとする。 

２ 生産者は、農水産物が市民の健康を支えるという自覚と責任を持って、安心安全な農水

産物を生産するよう努めるものとする。 

３ 市民は、地元の安心安全で新鮮な農水産物を積極的に利用するよう努めるものとする。 

（防犯及び交通安全の推進） 

第３２条 市は、市民が安全で、安心して暮らせるまちづくりを目指し、学校、地域、家

庭及び事業者等並びに関係機関と連携し、環境を整備するとともに、防犯活動と交通安

全の推進に努めなければならない。 

（危機管理と災害予防） 

第３３条 市は、緊急時に備え、市民の身体、生命及び財産の安全確保及びその向上に努め

るとともに、総合的かつ機動的な危機管理の体制を強化するため、市民、事業者等、関

係機関との協力、連携及び相互支援を図らなければならない。 

２ 市民は、大規模災害等の発生時に自らの安全確保を図るとともに、近隣同士で助け合

えるように日常的な交流を通じて相互の信頼関係を築くことに努めるものとする。 

３ 市民、事業者等及び市は、災害を予防するため、防災のまちづくりを推進しなければ

ならない。 

 

   第１０章 自然環境の保全と再生及び風景づくり   

（自然環境の保全と再生及び風景の創出） 

第３４条 市民、事業者等及び市は、相互に協力して世界に誇れるかけがえのない財産で

ある自然環境を保全し、又は再生するとともに島の特性を活かした個性豊かで潤いある

風景を創出し、次の世代へ継承するよう努めなければならない。 

 

   第１１章 文化の継承、発展及び創造 

（文化の継承、発展及び創造） 

第３３条 市民及び市は、市民共有の財産である郷土の歴史を尊重し、その中で培われた

伝統文化の保存、継承、発展及び創造に努めるものとする。 

２ 市は、伝統文化の継承及び発展を担う人材の育成の重要性にかんがみ、伝統文化の継

承者等の養成に配慮し、担い手の育成に努めるものとする。 

３ 市は、伝統的な文化をはじめとする多様な文化の継承、発展及び創造を図るため、市

民一人ひとりが、身近に郷土の歴史、伝統文化に触れ、親しむことができる機会の拡充



を図り、文化活動の推進に関わる環境の整備に努めるものとする。 

４ 市は、文化財を適切に指定し、その保存と活用を図るものとする。 

 

第１２章 コミュニティ活動の推進 

（コミュニティ活動の推進） 

第３４条 市民は、安心して心豊かに暮らすことのできる地域社会を実現するため、自主

的な意思に基づきまちづくりに取り組むとともに、自治公民館活動等の自主的な地域に

おける活動（以下「コミュニティ活動」という。）に参加し、お互いに助け合い、地域の

課題を共有し、解決に向けて自ら行動するよう努めるものとする。 

２ 市は、コミュニティ活動を尊重し、必要な支援を行うものとする。 

 

   第１３章 平和活動の推進 

（平和活動の推進） 

第３５条 市は、平和な国際社会を実現するため、市民、事業者等と協働し、平和活動の

推進に努めるものとする。 

２ 市、学校、地域及び家庭並びに関係機関は、平和に対する意識の向上を図るため、連

携して平和に関する学習と活動の機会の提供に努めるものとする。 

 

   第１４章 教育環境づくりの推進 

（教育環境づくりの推進） 

第３８条 市民、事業者等及び市は、本市の将来を担う児童・生徒の健やかな成長及び郷 

土愛を育むための教育に取り組むとともに、国際化、情報化社会等、様々な社会変化に 

対応できる人材の育成に努めるものとする。 

２ 市民、事業者等及び市は、教育環境の充実、教育内容の向上を図り、学校、家庭、地

域と連携協力し、教育環境づくりに努めるものとする。 

 

第１５章 観光まちづくりの推進 

（観光振興の推進） 

第３９条 市民、事業者等及び市は、豊かな自然、独自の伝統文化等の観光資源を最大限 

活かし、魅力ある観光地の形成を目指すとともに、観光客と市民の交流を育み、広く地 

域の魅力を発信するよう努めるものとする。 

 

第１６章 交流及び連携 

（国及び他の地方公共団体との交流及び連携） 

第４０条 市は、共通する課題を解決するため、国、県及び他の市町村と相互に連携を図

りながら、協力するよう努めるものとする。 



２ 市は、親善都市、友好都市及びゆかりのまちとの交流について、その良好な関係維持

に努めるとともに、互いの発展に資するため、協力連携に努めるものとする。 

  （国際社会との交流及び連携） 

第４１条 市は、まちづくりにおいて国際社会との関係が重要であることを認識し、海外

の姉妹都市の交流に加え、各種分野における国際社会との交流及び連携に努めるものと

する。 

 

   第１７章 条例の位置付け等 

  （条例の位置付け） 

第４２条 この条例は、市政運営の最高規範であり、他の条例等の制定又は改廃にあたっ

ては、この条例の趣旨を尊重し、整合性を確保しなければならない。 

２ 市民、事業者等及び市は、この条例を尊重し、本市の自治の推進に努めるものとする。 

３ この条例の第７章から第１６章に定める施策の推進に関して、必要な事項は別で定め

る。 

（条例の見直し） 

第４３条 市は、５年を超えない期間ごとに、この条例が社会情勢などの変化に適合した

ものかどうかを検討し、市民の意見を踏まえて、この条例の見直しを行い、将来にわた

りこの条例を充実発展させるものとする。 

２ 前項に規定する条例の見直しにあたっては、審議会を設置し、諮問しなければならな

い。  

 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２２年４月１日から施行する。 

（石垣市財政事情書の作成および公表に関する条例の一部改正） 

２ 石垣市財政事情書の作成および公表に関する条例（昭和４７年石垣市条例第７号）の 

一部を次のように改正する。 

  第１条に次の１項を加える。 

２ この条例は、石垣市自治基本条例（平成２１年石垣市条例第２３）第１５条の規定

に基づき定めるものとする。  

（石垣市情報公開条例の一部改正） 

３ 石垣市情報公開条例（平成１３年石垣市条例第２３号）の一部を次のように改正する。 

第１条中「とする」を「とし、石垣市自治基本条例（平成２１年石垣市条例第２３号） 

第１６条の規定に基づき定めるものとする」に改める。 

 （石垣市個人情報保護条例の一部改正） 



４ 石垣市個人情報保護条例（平成１３年石垣市条例第２４号）の一部を次のように改正

する。 

第１条中「とする」を「とし、石垣市自治基本条例（平成２１年石垣市条例第２３号）

第１７条の規定に基づき定めるものとする」に改める。 

 （石垣市行政手続条例の一部改正） 

５ 石垣市行政手続条例（平成９年石垣市条例第１号）の一部を次のように改正する。 

第１条第１項中「とする」を「とし、石垣市自治基本条例（平成２１年石垣市条例第

２３号）第２１条の規定に基づき定めるものとする」に改める。 

 （石垣市安全で住みよいまちづくり条例の一部改正） 

６ 石垣市安全で住みよいまちづくり条例（平成１０年石垣市条例第１１号）の一部を次

のように改正する。 

第１条中「とする」を「とし、石垣市自治基本条例（平成２１年石垣市条例第２３号）

第３０条の規定に基づき定めるものとする」に改める。 

 （石垣市交通安全条例の一部改正） 

７ 石垣市交通安全条例（平成１５年石垣市条例第１号）の一部を次のように改正する。 

 第１条中「目的とする」を「目的とし、石垣市自治基本条例（平成２１年石垣市条例 

第２３号）第３０条の規定に基づき定めるものとする」に改める。 

 （石垣市自然環境保全条例の一部改正） 

８ 石垣市自然環境保全条例（平成１９年石垣市条例第９号）の一部を次のように改正す

る。 

 第１条中「とする」を「とし、石垣市自治基本条例（平成２１年石垣市条例第２３号） 

第３２条の規定に基づき定めるものとする」に改める。 

 （石垣市風景づくり条例の一部改正） 

９ 石垣市風景づくり条例（平成１９年石垣市条例第１８号）の一部を次のように改正す

る。 

 第１条中「とする」を「とし、石垣市自治基本条例（平成２１年石垣市条例第２３号） 

第３２条の規定に基づき定めるものとする」に改める。 

 

 

 

 

 

 

 

 


